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はじめに

下関市では、平成２４年１２月に１０年後の観光客数１，００

０万人、宿泊客数１００万人の数値目標を掲げる、本市の観光振

興戦略「下関市観光交流ビジョン２０２２」を策定し、これまで

目標の実現に取り組んでまいりました。

この度、ビジョン策定から５年を経過したことから、施策の進

捗状況や多様化する観光客のニーズ、社会情勢等の変化、その後

の観光動態調査による現状を把握することで、施策ごとの達成状

況や未達成の原因分析を行うとともに、各施策を遂行するため

に、今後取り組むべき新たな方策や、増加する訪日外国人観光客

への対応施策等を追加した、「下関市観光交流ビジョン２０２

２」の附則を作成しました。

２０２２年（平成３４年）の数値目標を達成するため、引き続

き、本市観光振興戦略を遂行するとともに、全ての下関市民が誇

りを持てる「観光交流都市 下関市」の構築に向けて邁進してま

いります。

平成３０年３月

下関市長 前田 晋太郎
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第１章 下関市観光交流ビジョン2022の中間検証

１ 中間検証の背景

下関市では、２０１２年（平成２４年）に「観光交流都市 下関市」を宣言し、

本市の観光振興戦略としての「下関市観光交流ビジョン２０２２」（以下「ビジョ

ン２０２２」という。）を策定し、１０年後の観光客数１，０００万人、宿泊客数

１００万人の数値目標を掲げた。

「ビジョン２０２２」では計画期間を１０年間とし、長期的な視点から交流人口

拡大に向けて「３６５日毎日楽しい下関」をスローガンに官民一体となって様々な

観光施策を展開している。

２０１７年（平成２９年）は、「ビジョン２０２２」の中間年となることから、

策定後の本市を取り巻く内外の様々な環境変化や、平成２８年度に実施した観光動

態調査の結果を踏まえ、中間検証を実施することとした。

なお、検証後は「下関市観光交流ビジョン２０２２」の附則として、目標の達成

を目指す。

1

■下関市観光交流ビジョン２０２２について

年　度

平成２３年度 （観光動態調査実施）

平成２４年度 策定

平成２５年度

平成２６年度

平成２７年度

平成２８年度 （観光動態調査実施）

平成２９年度 中間検証

平成３０年度

平成３１年度

平成３２年度

平成３３年度

平成３４年度 目標設定

ビジョンの期間



２ 中間検証の趣旨

「ビジョン２０２２」では、観光振興において最も重要なものは「企画力」

「情報発信力」「ハード・ソフト両面での受け入れ力」の３つの力とし、真の「観

光交流都市 下関市」実現に向けて６つの項目を備えた理想の観光都市の姿を目指

してきた。

計画期間の後半にあたっても、この考え方を引き継ぎ、「ビジョン２０２２」の

基本戦略及び戦略遂行のための１５の施策の進捗状況について、評価を行い、進捗

が遅れている事業については、より詳しく検証を行い、施策の修正を行うととも

に、新たに事業達成に必要となる３つの施策を追加策定した。

この度の中間検証により策定した施策とともに、引き続き「ビジョン２０２２」

の目標である、平成３４年の観光客数１，０００万人、宿泊客数１００万人を目指

し、努力していく。

2

コンベンション（ＭＩＣＥ）誘致充実都市
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「ビジョン２０２２」で定めた１５の施策について、数値目標年の中間年となる

２０１７年（平成２９年）に進捗状況の検証を行った。

（１）目標の達成状況

■観光客数

■宿泊客数

３ 「下関市観光交流ビジョン2022」施策の進捗状況と中間検証

3
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（２）観光客数・宿泊客数の推移

◆ 観光客数の推移 ◆

4

◇ 通年型観光客数と季節型観光客数 ◇

【参考】通年型観光客数と季節型観光客数の推移 （単位：人）

◆ 宿泊客数の推移 ◆

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

旧下関地区 3,684,975 3,686,497 3,734,165 3,614,114 3,857,352 3,900,635 3,868,557 3,550,633 3,531,287 3,970,733

菊川地区 430,446 394,460 405,950 403,763 449,169 445,584 435,026 462,659 453,606 484,493

豊田地区 965,651 951,037 958,756 922,453 965,569 980,655 1,016,719 1,043,494 916,896 874,657

豊浦地区 510,071 488,532 523,553 544,572 523,852 533,391 550,114 608,467 557,607 597,729

豊北地区 531,923 492,671 501,751 462,465 828,413 888,640 920,826 1,012,575 1,071,032 1,127,740

合　　計 6,123,066 6,013,197 6,124,175 5,947,367 6,624,355 6,748,905 6,791,242 6,677,828 6,530,428 7,055,352

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

通 年 型 4,412,578 4,511,950 4,632,080 4,800,024 4,598,968 4,832,190

季 節 型 2,211,777 2,236,955 2,159,162 1,877,804 1,931,460 2,223,162

合　計 6,624,355 6,748,905 6,791,242 6,677,828 6,530,428 7,055,352

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

旧下関地区 594,507 545,579 555,274 552,391 597,839 644,341 650,961 659,042 676,563 652,117

菊川地区 6,296 2,084 5,259 5,503 4,566 4,236 4,451 5,681 6,407 6,805

豊田地区 57,346 49,973 49,305 46,714 47,597 46,756 45,689 48,087 48,876 44,580

豊浦地区 40,533 37,653 35,549 38,734 40,473 40,965 43,547 42,780 45,040 43,739

豊北地区 64,106 62,218 57,417 55,695 51,402 56,261 59,215 61,653 62,166 62,341

合　　計 762,788 697,507 702,804 699,037 741,877 792,559 803,863 817,243 839,052 809,582



（３）観光歴史年表（平成24年以降）
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年 月 記　　事
観光客数
（人）

２月 満珠荘リニューアルオープン

３月 道の駅「北浦街道　豊北」オープン

４月～11月 武蔵と小次郎決闘４００年記念　巌流島決闘十番勝負

５月 天皇皇后両陛下、４９年ぶりに下関市を御訪問

６月 菊川温泉プールリニューアルオープン

12月 下関市観光交流ビジョン策定、「観光交流都市 下関市」宣言

通年 観光の取り組み「３６５日毎日楽しい下関」

３月 川棚クスの森リニューアル

９月 アミューズメント施設「はい！からっと横丁」オープン

11月 中核市サミット２０１３in下関

通年 馬関港開港１５０周年

４月 ふくふくこども館オープン

６月 ２０１４ほたるサミット下関　開催

７月 旧下関英国領事館リニューアルオープン

10月 「下関満関善席」誕生

１月 ＮＨＫ大河ドラマ「花燃ゆ」放送開始

２月 下関市合併１０周年

４月 第２次下関市総合計画スタート

５月 第５８回日本糖尿病学会年次学術集会　

10月 ねんりんピックおいでませ！山口２０１５　下関市で４種目開催

３月 火の山ユースホステル「海峡の風」グランドオープン

７月 長州出島に大型外国クルーズ客船が初寄港

８月 角島灯台が「恋する灯台」に認定

９月 「行ってよかった！道の駅ランキング２０１６」道の駅北浦街道豊北が日本一に！

10月 「下関ふく」地理的表示(GI)水産区分で国内第１号の登録

11月 下関市立歴史博物館が開館

１月 山陰観光列車「みすゞ潮彩」運行終了

４月 北九州市と共同で申請していた「関門ノスタルジック海峡」が日本遺産に認定

６月 豪華寝台列車「TWILIGHT EXPRESS 瑞風」運行開始

８月 山陰観光列車「○○のはなし」運行開始

９月～12月 幕末維新やまぐちデスティネーションキャンペーン実施

10月 『朝鮮通信使に関する記録』がユネスコ「世界の記憶」へ登録

平成24年 6,624,355

平成25年 6,748,905

平成26年 6,791,242

平成27年 6,677,828

平成28年 6,530,428

平成29年 7,055,352
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（４）施策の進捗状況と中間評価

■下関市観光交流ビジョン２０２２ 施策一覧

１．観光客向けイベントの創出、充実

２．テーマ別、ニーズ別観光客誘致策の積極的展開

※３．滞在消費額の拡大

※４．観光プロモーションの強化、充実

※５．コンベンション誘致の強化、充実

６．官民協力態勢の強化、充実

７．観光人材の育成

※８．市民ホスピタリティの向上

※９．宿泊客の受入整備

※10. 外国人観光客の誘致強化

※11. 広域連携の推進

※12. 客船誘致の推進

13. 交通手段に対応した受入整備の強化、充実

14. 観光振興策としてのハード充実

15. エリア別観光振興の強化、充実

※検証後、修正を行う施策

6
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１．観光客向けイベントの創出、充実

施策の内容 主な評価

観光客誘致、宿泊客数の増加のためには、
祭り、イベントの充実が不可欠である。従来
の「しものせき海峡まつり」「関門海峡花火
大会」「しものせき馬関まつり」等の充実は
もちろんであるが、今後は、日程や費用対効
果等、以下の４点を考慮した上で新たなイベ
ントを創出し、一年中オンシーズンの観光都
市を目指す。

従来の３大まつりに加え、新たに、宿泊者
数が落ち込む６月に「イルミネーション水族
館」や、ふくシーズン前の９月に「ふくちょ
うちんまつり」を実施したほか、「甲冑官女
着付け体験」等一年中オンシーズンの観光都
市を目指して、施策を順調に行っている。
また、宿泊者を意識した「夜景観光バス」

や「夜景クルージング」、「源平Night in 
赤間神宮」等、夜型イベントの実施も積極的
に取り組んでいる。
これらの施策の展開により、宿泊者数は平

成２４年から約１３％伸びており、継続して
実施していることが、一定の成果を挙げてい
ると思われる。今後も観光客向けイベントの
創出、充実を進めていく。

◆宿泊者数の推移

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

741,877人 792,559人 803,863人 817,243人 839,052人

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策１　Ｐ５３
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２．テーマ別、ニーズ別観光客誘致策の積極的展開

施策の内容 主な評価

通過型から滞在型への転換に加えて、日
帰り圏内からの観光客（日帰り型観光客）
増加策として、多様化する観光客のニーズ
に応えるため様々な誘致施策を効果的に実
施する。

① 歴史観光
本市は多くの歴史的財産を有しており、

歴史観光として「歴史体感☆紙芝居」や
「甲冑官女着付け体験」等を実施。
② グルメ旅
本市の多彩で豊かなグルメ情報を発信す

るとともに、各団体と協力し新たな商品開
発に努める。
③ ニーズ別観光
多様な世代や旅行形態に対してそれぞれ

のニーズに合わせた旅行企画を準備する。

多様化する観光客のニーズに応えるため、
歴史的財産を活用した「歴史体感☆紙芝
居」や「甲冑官女着付け体験」等の歴史観
光をはじめ、それぞれの旅行形態にあった
「女子旅」「男旅」「大人旅」等を実施し
たほか、食をテーマとした「下関満関善
席」「たべるほ」等、観光客のニーズや
テーマに合わせた企画を展開している。

その他、近年増加傾向にあるインバウン
ド向けとして「果物狩り」や「ふくの調理
体験」「つり体験」等の体験型観光につい
ても取り組んでいる。

通年型観光客数については、平成２８年
は熊本地震の影響により減少しているが、
平成２４年から平成２７年まで堅調に増加
しており、これまでのテーマ別、ニーズ別
観光客誘致策の成果と考えられることから、
引き続き積極的展開の強化充実を進めていく。

◆通年型観光客数

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

4,412,578人 4,511,950人 4,632,080人 4,800,024人 4,598,968人

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策２　Ｐ５４
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３．滞在消費額の拡大

施策の内容 主な評価

観光客数、宿泊客数の増加はビジョンの
数的目標であるが、加えて、観光客の滞在
時間を増やす施策等により、滞在消費額の
拡大を目指す。そのために、長府・唐戸・
火の山等の旧下関地区内の回遊性、旧下関
地区と旧４町間の回遊性を高めるとともに、
観光客の購買意欲を高める環境整備も必要
となる。北九州市、福岡市等の通常日帰り
圏内についても、本市のグルメ、温泉等の
魅力によって宿泊へと導くことも含めて滞
在消費額の拡大に向けた施策を実施していく。

◆◇◆滞在消費額の目標値◆◇◆

観光客の滞在消費額を拡大するためには、
滞在時間を増やすことが必要であることか
ら、宿泊特典となる取り組みや周遊性、回
遊性を引き出すためのスタンプラリー等を
実施し、あわせて消費額に大きく影響する
食や特産品を積極的に紹介する施策を展開
したことで、宿泊者の滞在消費額について
は「ビジョン２０２２」の目標である２０，
０００円を超えることができた。

しかしながら、本市の多くをしめる日帰
り観光客の滞在消費額が未達成であること
から、日帰り観光客の滞在消費額拡大のた
めの施策の改善が必要である。

※平成28年度観光動態調査による

日帰り観光客 宿泊観光客

平成２３年 ３，８２０円 １８，７８８円

平成２８年 ４，０８６円 ２１，２７４円

平成２８年目標値 ５，０００円 ２０，０００円

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策３　Ｐ５６
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４．観光プロモーションの強化、充実

施策の内容 主な評価

官民で組織する「しものせき観光キャン
ペーン実行委員会」等を中心に、より早く、
より効果的な内容のキャンペーンを企画し
情報を発信していく。加えて、ＪＲ西日本
や各旅行会社等との協賛キャンペーンや歴
史観光等を通じて関連する都市との連携に
よるプロモーション等も積極的に展開して
いく。

ホームページ等、ＩＴを活用した情報発
信の充実や官民合同での雑誌広告等による
相乗効果が期待できるＰＲを実施する。

その他、着地先として本市に到着後の情
報発信も強化し、観光客に想定外の楽しみ
を提供することで満足度を高め、彼らの口
コミによる新たな観光客の獲得につなげて
いく。情報発信基地としての各観光協会、
観光案内所や道の駅に加えて宿泊施設、観
光施設等のネットワークの強化や発信方法、
内容や機能の充実にも取り組んでいく。

スマートフォンやモバイル通信機器の普
及により、観光情報の入手方法についても、
パンフレット等からインターネットへ移行
している。また、インターネットやSNSへの
動画投稿や各種口コミが、旅行先の選定や
行動に大きな影響力を与えている。
このような状況に対応するため、平成２７

年度には観光ホームページをリニューアル
し、最新の情報を掲載することに努めてい
るとともに、タイムリーな情報発信手段と
して、平成２７年４月からはフェイスブッ
クを開設し、本市に到着後でも参考にでき
るよう、リアルタイムな情報発信に努めて
いる。

また、平成２８年度には、国の地方創生
推進交付金を活用し、多言語対応アプリ
ケーション「ＣＯＭＥ ＯＮ ＫＡＮＭＯ
Ｎ」及び関門ＰＲムービー「ＣＯＭＥ Ｏ
Ｎ！関門！～海峡怪獣～」を制作した。

これらも活用してプロモーションを行っ
ているが、観光動態調査では、本市の観光
資源の「認知度が低い」との結果であった
ことから、施策の改善が必要である。

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策４　Ｐ５７
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５．コンベンション誘致の強化、充実

施策の内容 主な評価

名実ともにコンベンションシティを目指し
て「下関市コンベンションシティ創造会議」
を立ち上げ、官民で学会やスポーツ、文化関
連事業等あらゆるコンベンション誘致活動、
受入態勢の強化充実を図る。合わせてトップ
セールスの機会の拡大、スポーツ、文化面で
の合宿誘致等の新たな取り組みも検討、強化
する。

◇◆「ＭＩＣＥ」について◆◇◆

ＭＩＣＥとは、この数年、コンベンション
に代わる言葉として使われるようになってき
た用語である。本市においても、これら４つ
のグループに対し積極的に誘致活動に向けた
取り組みを展開する。

近年、国が率先して経済効果の大きいＭＩ
ＣＥ誘致を推奨する中、全国各地でコンベン
ションビューロー（ＭＩＣＥを誘致する組
織）の取り組みが強化されて来ている。コン
ベンション開催のための施設も各地に増えて
おり、周辺エリアでも山口市、長崎市、熊本
市等にも数年後に大型施設が新設・増築され
る予定であり、一層競争が激化することが予
想される。
本市における中四国或いは全国規模のＭＩ

ＣＥ開催実績数も競争の激化等もあって、こ
こ数年減少気味にある。
大型コンベンションとしては平成２７年に、

過去最大規模となる参加者１万２千人の「第
５８回日本糖尿病学会年次学術集会」を成功
させており、その実績が評価され平成３１年
に第５２回日本薬剤師学術大会（１万人）と
第６８回日本医学検査学会（５千人）の大型
コンベンションの開催が内定している。
大型や500～1,800人規模等のコンベンショ

ン開催において本市が最終的に開催地に選ば
れなかった一因として、本市に、都市型の大
型宿泊施設がないことがある。食や観光面で
の良さは十分に認められるが、ＶＩＰの宿泊
施設の確保や、同一施設での宿泊と会議の開
催を望む主催者の希望に応えられないことが
誘致活動でのマイナスとなっている。
推進体制として「下関市コンベンションシ

ティ創造会議」は立ち上がったが残念ながら、
その後、創造会議としての活発な活動はない。
しかし、コンベンション受け入れ態勢の整備
としては、創造会議のメンバーである市とコ
ンベンション協会、コンベンション施設、宿
泊関係者合同での首都圏キーパーソン等との
情報交換会や飲食関連組織とコンベンション
協会共同でのアフターコンベンション用対策
（チラシ作製等）等を通じて、互いの連携は
強化されてきている。また、市民によるコン
ベンション誘致についてもコンベンション協
会が本市での開催を全国組織の一員である地
元関係者に依頼し、協力を約束する中で開催
が初めて内定した大会も出てきている。

◆ＭＩＣＥ開催実績

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策５　Ｐ５８

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

51件 51件 48件 33件 33件
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６．官民協力態勢の強化、充実

７．観光人材の育成

施策の内容 主な評価

他市との観光誘致競争に勝ち抜き、多くの
観光客に満足してもらうためには、官民が一
致協力しての態勢づくりが重要であり、観光
客誘致に向けての強力な受入態勢を構築する。

しものせき観光キャンペーン実行委員会
や（一社）下関観光コンベンション協会、
観光に関連する業種の方々と連携をはかり
「オール下関」で取り組んでおり、官民協
力態勢の強化充実を引き続き進めていく。

施策の内容 主な評価

観光客へのおもてなしの向上を図るには、
宿泊施設や飲食関連施設のオーナーに加えて、
最前線に立つ人材である宿泊施設のフロント
やタクシードライバー、お土産品売り場の従
業員、観光案内所員等、全ての観光関連に従
事する人材の教育、育成が不可欠である。具
体的にはマナー研修会や情報交換会等を数多
く開催し、観光に取り組む意識や能力の向上、
おもてなしの心の醸成を図る。また、観光関
連協議会や連携組織の中での研修会等におい
て、観光や旅行ビジネスの仕組みを学ぶこと
も重要である。それぞれの組織での専門的事
項だけでなく、観光全体として例えば、「飲
食店もお土産品店も契約していないと旅行会
社は立ち寄らない」というような基本的な仕
組みから観光ビジネスへの認識を高める。

宿泊施設、観光施設、土産センター等の受
付や窓口の方、タクシードライバーなどお客
様と直接、接する方々を対象とした「下関観
光説明会」の開催や、市内大学や市内各所で
の観光の特別講座をはじめ、学生の職場体験
（インターンシップ）の受入れ等を行ってお
り、観光地域づくりを担えるような人材育成
について取り組みを進めている。
また、これらの事業の成果として、民間で

は「下関おもてなしタクシー認定制度（幸ふ
くタクシー）」が実施されるなど、意識の向
上も図られているため、今後も官民一体とな
り継続実施していく。
これらのことから、観光人材の育成の強化

充実を引き続き進めていく。

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策６　Ｐ５９

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策７　Ｐ５９



13

８．市民ホスピタリティの向上

９．宿泊客の受入整備

施策の内容 主な評価

「観光交流都市 下関」の実現には、市民
全体でのサポートが必要である。観光ガイ
ドの会員拡大、育成等に対する支援はもち
ろん、観光客と市民による直接交流拡大の
ため、全市民が観光客の質問に適切に応対
できる市民総観光ガイド化を目指し、関門
海峡歴史文化検定の充実や観光市民サポー
ター制度（声かけポイント制度等）の創設、
市内全世帯に観光ガイドブックの配布等を
検討し、おもてなしの心溢れる下関の実現
を目指す。
外からの人達に優しく接することで、市民
が自信と明るさに芽生え、市全体で明るい
未来に向かうことができるまちづくりを進
める。

平成２６年に行った下関観光ガイドブ
ックの市内全戸配布をはじめ、出前講座の
実施や、（一社）下関観光コンベンション
協会においても「サービス講習会」を開催
するなど、市民へのおもてなしの心の醸成
を図っている。

また、観光ガイドや紙芝居、観光寸劇な
ど市民参加型のイベントについて、市報や
ホームページで、幅広く市民ボランティア
の募集を行ってはいるものの、積極的な参
加者は少なく、市民のホスピタリティーが
市内全域に行き届いているとは言い難い。

このことから、更なる市民ホスピタリティ
の向上のため、施策の改善が必要である。

施策の内容 主な評価

年間１００万人の宿泊客の受入態勢を整
えるためには新規宿泊施設の誘致や充実も
必要である。コンベンション機能を備えた、
いわゆるシティホテルに加えて、家族向け、
高所得者向け、修学旅行向け、それぞれ対
応が可能なタイプ別宿泊施設の新設等が望
まれる。
公的宿泊施設では、火の山ユースホステ

ルの建て替えが検討されており、民間宿泊
施設については、今後リニューアル助成制
度や後継者募集等の協力も検討課題である。
いずれにせよ、新規宿泊施設の建設や既存
宿泊施設においては増改築を目指したくな
るような魅力ある観光地づくりへの取り組
みが何より大切である。

「ビジョン２０２２」策定後に定員５００人
以上の大型ホテルが閉館するなど、宿泊施
設の減少によって一般宿泊客はもちろん、
団体ツアーの受入れも十分にできていない。

ただ、最近では火の山ユースホステルの
リニューアルやゲストハウスのオープン、
またハイクラスなホテルや新たなビジネス
ホテルなどの開館も予定されている。

本市を訪れる宿泊客は、ビジネスだけで
なく、修学旅行からハイクラスまで多様な
ニーズがある。あわせて、宿泊需要をさら
に高めるためには、一年を通じたオンシー
ズンの魅力ある観光地づくりが必要であり、
観光キャンペーン等において各種取り組み
を展開している。

宿泊客の増を図ることが、本市に不足し
ている大型ホテルの誘致や既存宿泊施設の
設備投資につながるものと考えられること
から、施策の改善が必要である。

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策８　Ｐ６０

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策９　Ｐ６０

平成２２年 平成２８年

宿泊客数 ６８１，９１２人 ８３９，０５２人

宿泊定員数 ５，３３０人 ４，５６０人

定員稼働率 ３５．３％ ５１．４％
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１０．外国人観光客の誘致強化

施策の内容 主な評価

本市の置かれた地理的利点や姉妹・友好
都市や東アジア経済交流推進機構、中国・
九州両運輸局等、国内外のネットワークを
最大限に活用し、引き続き中国、韓国から
の観光客誘致活動に加え台湾を含めた東ア
ジアからの外国人観光客誘致の強化を図る。
また、本市のみを観光目的地とすることは
ほとんどないという現実を理解した上で、
例えば外国船の２次寄港先として、また福
岡空港イン関西空港アウトの行程の途中で
宿泊、立ち寄り地とするような外国人観光
コースの周遊先の一つとなることを実現す
る等、フェリーを活用した旅行企画だけで
なく、多彩な旅行企画の実現のための様々
な取り組みが重要である。

加えて、通訳ガイドやボランティア通訳
の人数の確認と案内可能な言語を整理し、
その育成を強化する。案内可能な言語の整
理により、獲得できる国や地域がわかるだ
けでなく、対応できない言語について通訳
ガイド等の育成・確保を行うことで、獲得
できる国や地域が広がる。また、日本人向
けの説明を単純に外国語にするだけでは、
外国人観光客に満足を与えることが難しい
こともあるため、国ごとの基本的なガイド
の内容作成も必要である。

今後は、いつ、誰に、どのような手段で
ＰＲを行うのか等、ターゲットを絞った効
率的な外国人観光客の誘致策を官民一体と
なって展開していく。

ビジットジャパン事業が開始された平成
１５年から平成２４年までの間は、訪日外
国人観光客数は、１，０００万人未満で推
移していた。しかし、平成２４年以降行わ
れた、戦略的なビザ緩和、免税制度の拡充、
出入国管理体制の充実、航空ネットワーク
の拡大などの「改革」により、訪日外国人
客数は平成２５年に初めて１，０００万人
を超えることとなった。国は従来の目標を
大幅に前倒し、平成２８年３月に「明日の
日本を支える観光ビジョン」を策定し、２
０２０年に４，０００万人の訪日外国人を
誘致することを新しい目標として設定した。
最近の動向としては、平成２８年は２，４
００万人を超え、平成２９年は２，８６９
万１千人（推定値）となり過去最高を記録
しており、数値目標の達成は着実に行われ
ると予想されている。

このようなインバウンドを取り巻く環境
の急激な変化に伴い、本市における外国人
観光客誘致の施策についても、再考が必要
である。

特に、近年急増するＬＣＣを利用した東
アジアや東南アジアからのＦＩＴ及び中国
からの大型クルーズ船を利用した団体旅行
客の誘致については、施策の改善が急務で
ある。

このような中で、本市外国人宿泊者数は
増加傾向であり、今後着実に増加していく
ことが予想される。国別の宿泊者内訳では、
依然として、韓国・中国が占める割合は高
いが、アジア地域全体として増加しており、
外国人宿泊者に対する施策についても必要
である。

◆下関市外国人宿泊客数

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

6,539人 9,857人 8,285人 13,571人 19,240人

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策１０　Ｐ６１
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１１．広域連携の推進

施策の内容 主な評価

周遊観光の充実のため、引き続き長州路
観光連絡会や関門海峡観光推進協議会との
協力関係を密にするとともに、隣接したエ
リアでなくても歴史、文化等での共通点を
テーマにした広域観光連携を実現する。

加えて、全国有数の観光地に引けを取ら
ない「ふく」「歴史」等のブランドをいか
していく。例えば、４泊５日の旅の途中で
本市に立ち寄ってもらうために、有名観光
都市との連携を模索していく。

関門海峡観光推進協議会では、観光客の
誘致促進事業をはじめ、各種パンフレット
の作成、イベントの実施等に取り組んでい
る。

また、北九州市とは地方創生推進交付金
を活用し「関門連携による国内外映画・テ
レビドラマ誘致・支援事業」、「多言語対
応アプリケーション制作などによる観光情
報発信事業」、「関門地域夜間景観周遊バ
ス運行等事業」、「ビックデータ等を活用
した戦略的観光推進事業」の４事業を実施
している。

長州路観光連絡会ではドライブマップの
作成やドライブスタンプラリーの実施、観
光列車のおもてなしに取り組んだ。

萩市とは平成２９年の高杉晋作没後１５０
周年に向け、平成２５年から両市で連携し
て共同観光事業を行っている。

また、長門市とは「温泉」を利用した広
域連携も実施している。

しかしながら、有名観光都市との連携及
び増加している訪日外国人観光客の誘致の
ためには、施策の改善が必要である。

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策１１　Ｐ６２
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１２．客船誘致の推進

施策の内容 主な評価

近年のアジアにおけるクルーズ需要の高
まりを受け、九州をはじめ日本主要港への
大型クルーズ客船の寄港が増大している現
状を踏まえ、本市の特徴をいかし、国内外
を問わず富裕層の利用が多い客船誘致を積
極的に取り組んでいく必要がある。そのた
めには官民で協力態勢を構築し、寄港に向
けての課題を克服できるように努力すると
ともに、寄港時のおもてなしを含めた受入
態勢の充実を図っていく。

外国クルーズ客船の寄港回数は国全体で
平成２４年の４７６回から平成２９年は約
２,０００回となり、約４倍に成長した。
国は「明日の日本を支える観光ビジョ

ン」の中で、平成２８年に１９９．２万人
であった訪日クルーズ客を平成３２年に
５００万人に増やすことを目標にしている。
本市における外国クルーズ客船の寄港回

数は、平成２４年は２回であったが、平成
２７年から中国客船の誘致を開始するとと
もに、沖合人工島長州出島の整備等を合わ
せて行い、その結果大型客船の寄港が可能
になったことから、平成２９年は５３回と
なり、大幅に増加した。

しかしながら、寄港回数は増加している
が、下船後、福岡や北九州の免税店に行く
など、下関を観光しないことも散見される
ことから、今後は、市内観光やショッピン
グ等に誘導する施策が必要である。

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策１２　Ｐ６２
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１３．交通手段に対応した受入態勢の強化、充実

１４．観光振興策としてのハード充実

施策の内容 主な評価

ＪＲ、バス、自家用車、レンタカー等、
それぞれの交通手段に対応した受入態勢を
強化、充実する。祭りや繁忙期の駐車場対
策や、現在は運行していない定期観光バス
の再開検討も課題の一つである。ただし、
これには民間活力や観光客のニーズ、何よ
り採算性も当然考慮しなければならず、
ハードルの高い問題でもある。

また、旧４町等への２次交通は大きな課
題であり、ＪＲ新下関駅から連動するレン
タカーの利用促進策、送迎バスの複数旅館
ホテルでの共同運行や目的の異なる観光客
でも相乗りできる循環バス等も考えられる
手段である。

なお、バス、船や徒歩、自転車等を繋い
だ観光ルートとしての移動方法の提案や、
それを活用できる新たな割安チケット等の
開発も官民で取り組んでいく。

二次交通の課題解消のために、ＪＲ下関
駅、ＪＲ新下関駅から角島や城下町長府へ
の「しものせき観光バス」の運行やレンタ
カー利用の促進などに取り組んでいる。

また、交通機関が実施している各種割引
切符の情報をはじめ、祭り開催に伴う渋滞
緩和のためのシャトルバス、駐車場等の情
報については、いち早くホームページ等を
通じて情報発信に努めている。

近年、訪日外国人観光客もレンタカーや
レンタサイクルを利用する場合が多いこと
から、これらに関する情報提供の強化に努
める。

これらのことから、交通手段に対応した
受入態勢の強化充実を引き続き進めていく。

施策の内容 主な評価

費用負担等を考慮する必要はあるが、観
光振興策の観点でのみ検討すると以下の
ハード等の充実が必要と思われる。
※計画中のもの、既に完成済みのものを含
む

平成２５年に『はい！からっと横丁』が
オープンしたことで、あるかぽーとの一部
活用が行われた。また、平成２７年に国道
９号壇之浦遊歩道「壇之浦コースト」、平
成２８年に新博物館「下関市歴史博物館」
が完成した。

今後も継続してあるかぽーと開発や火の
山山頂の整備の検討が進められており、観
光振興策としてのハード整備の強化充実を
引き続き進めていく。

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策１３　Ｐ６３

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策１４　Ｐ６４
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１５．エリア別観光振興の強化、充実

施策の内容 主な評価

本市、各エリアが持つ豊かな地域特性を
いかした、観光振興の強化、充実を図る。

なお、下関駅周辺、新下関、彦島、山陽
エリアや、綾羅木等の旧下関山陰エリア等
もそれぞれのエリアの歴史的建造物や海の
魅力等、観光財産としての特徴をいかした
強化が必要である。

各エリアの特性をいかした観光振興に取
り組んでおり、グルメや体験型観光、歴史
観光等、各エリアの観光資源の活用を図っ
ている。
① 巌流島

武蔵・小次郎決闘４００年記念として
「巌流島決闘十番勝負」を実施したほか、
北九州市と連携して、「巌流島リレーマラ
ソン」等のイベントを開催している。
② 唐戸・グリーンモール

唐戸市場の海鮮屋台村やグリーンモール
の焼肉など、両エリアとも「食」のイメー
ジが定着している。食の情報冊子「taberuho
（たべるほ）」の作成をはじめ、ホーム
ページ、SNS等を活用した情報発信に努めて
いる。
③ 城下町長府・吉田

城下町長府では、ＮＨＫ大河ドラマ「花
燃ゆ」放送に合わせイベント等を実施した
ほか、吉田では、高杉晋作没後１５０年に
合わせイベントを実施した。

また、明治維新１５０年を契機に史跡・
名所を巡るスタンプラリーを実施するなど、
歴史エリアとしての魅力発信に努めている。
④ 壇之浦
みもすそ川公園では、「歴史体感☆紙芝

居」を継続実施しており、平成２９年には
新演目として「下関とふく」が登場した。

また、ＮＥＸＣＯ西日本と連携して、平
成３０年には関門トンネル開通６０年記念
事業を実施する。
⑤ 火の山

平成２８年に、火の山ユースホステル
「海峡の風」がグランドオープンした。

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策１５　Ｐ６５
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これらの進捗状況と中間評価を踏まえ、数値目標達成に向けて、２０２２年（平

成３４年）までの今後５年間に取り組む新たな方策や、増加する訪日外国人客の対

応施策等を修正・追加する。

⑥ 旧４町
「果物狩り」「そば打ち」「つり」等、

地域の特性をいかした体験型観光の推進に
努めている。

菊川エリア：中国人旅行客の田舎体験を
実施。また、地域の特産品を食材とする
“小日本ぶちうま鍋”を継続実施。

豊田エリア：西日本随一の美肌の湯「一
の俣温泉」をはじめ、道の駅「蛍街道西ノ
市」等の情報発信に努めたほか、日本初の
「ホタル舟」も継続実施。

豊浦エリア：「コスモスまつり」や「福
徳稲荷神社」のフォトバスツアーを実施。

豊北エリア：絶景スポットの「角島大
橋」をはじめ、行ってよかった道の駅ラン
キングで全国第１位の道の駅「北浦街道
豊北」を巡る観光バスツアーを実施。

各エリアでのハード、ソフト両面での観
光振興の強化充実を引き続き進めていく。



本市の観光客数の調査方法については、観光施設や史跡・名所など年間を通じて

観光地点を訪れた「通年型観光客数」と、行祭事及びイベントなど時期が限定され

ている行事に訪れた「季節型観光客数」を暦年で集計し、算出している。

「ビジョン２０２２」策定後、平成２５年にアミューズメント施設「はい！か

らっと横丁」がオープンし、平成２６年に「旧下関英国領事館」がリニューアル、

平成２８年に「下関市立歴史博物館」が開館したこともあり、観光客の動向や特性

を把握するため、平成１２年度、平成１８年度、平成２３年度に続き、平成２８年

度に観光動態調査を実施した。

本調査は、目標としている１０年後の平成３４年における観光客数１，０００万

人、宿泊客数１００万人の達成に向けて、これまで実施してきたことがどのような

成果を出したのか、どのような軌道修正が必要であるかを把握、検討するための調査で

もある。

（１）下関市を訪れる観光客の動向 （資料：平成28年度観光動態調査）
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４ 観光動態調査

※回収サンプル数：2,033
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（２）結果分析（主な課題抽出）

① ブランディング

Ａ 本市の魅力をより適切に伝えるためのコンテンツ(写真／動画／記事)が必要

インターネットでの調査によると、『下関市』としての認知度及び「ふぐ」や

「関門海峡」の認知度はかなり高いものの、それ以外の観光資源は認知度が低い。

「ふぐ」以外のグルメや温泉、旅館、角島や海響館をはじめとしたスポットな

ど、せっかく魅力的な観光資源を持っていても、認知されなければ観光客が訪れる

こともない。

まずはそういった観光資源をより魅力的に訴求するためのコンテンツ（写真／動

画／記事）を制作する必要がある。また、コンテンツ制作の際には「どのような属

性の消費者」に「どのような見せ方で本市の魅力を届けるか」という点を戦略的に

組み立てることがもとめられる。

Ｂ 観光ホームページの充実

現状の観光ホームページ「楽しも！（https://shimonoseki.travel/）」で情報の

発信を行っているが、いくつかの観光資源及びかつターゲットを明確にし、更なる

充実を図る必要がある。

下関の魅力が伝わるような写真や動画が必要になるので、若年層の女性向けを前

提にして準備するとともに、それらを素材にした記事（どのような体験ができるか

わかるもの）も制作する。
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80.1%

64.1%

22.1%

11.7%

19.9%

8.1%

4.7%

7.5%

15.0%

2.1%

フグ料理が名物

関門海峡

本州の最西端の町

角島大橋

壇ノ浦の合戦や幕末などの

歴史の町

風景や景観鑑賞が楽しめそう

観光施設の見学が楽しそう

史跡・名勝巡りを楽しめそう

美味しいグルメがありそう

その他

下関市のイメージ ※複数回答、回収サンプル数：1,031



② Ｗｅｂマーケティング

・Ｗｅｂマーケティング（インターネットを利用した情報発信）を本格的に展開

インターネットでの調査によると、多くの観光客が旅行情報の入手経路としてイ

ンターネットを選択している。

また、旅行の決め手となりやすい「口コミ」も近年ではツイッターやインスタグ

ラム、フェイスブックなどのSNS経由で拡散されることが多くなっている。

平成３４年に向けて、この傾向はより顕著なものになると予想されるので、本市

としても情報発信の主として「インターネット」を活用しなければならない。
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観光客誘致のためのＷｅｂマーケティングについて（イメージ）

47.9%

3.5%

8.8%

74.7%

20.1%

28.1%

8.0%

22.5%

17.3%

3.0%

1.3%

テレビ

ラジオ

新聞

インターネット

雑誌

旅行情報誌

旅行会社の窓口

人に聞いた（口コミ）

パンフレット

イベント

その他

旅行先の決定方法

認知の段階で有効な施策 興味／関心の段階で有効な施策

　・YouTube広告 　・リスティング広告（検索広告）

　・ディスプレイ広告 　・魅力が伝わる記事／写真／動画

　・ＳＮＳ広告 　・既に体験した人のレビュー

　　etc． 　・ＳＮＳ運用

　　etc．

※複数回答、回収サンプル数：1,031



国は、平成１８年１２月に「観光立国推進基本法」を制定し、平成１９年６月に

「観光立国推進基本法」の閣議決定を行った。また平成２０年１０月１日には、観

光行政の責任を有する組織を計画化するとともに、機能的かつ効果的な業務の遂行

を可能とする体制を整備するため、「観光庁」が発足した。

平成２５年３月には、観光立国実現の施策について、関係行政機関の緊密な連携

確保と、効果的かつ総合的な推進を図るため「観光立国閣僚会議」が開催されて

いる。

平成２８年３月、政府は「日本の明日を支える観光ビジョン」（平成２８年３月

３０日明日の日本を支える観光ビジョン構想会議決定）の中で「観光先進国」とい

う新たな挑戦により、２０２０年に、訪日外国人旅行者数４０００万人、訪日外国

人旅行消費額８兆円、日本人国内旅行消費額２１兆円の目標を掲げた。また、観光

の力で、地域に雇用を生み出し、人を育て、国際競争力のある生産性の高い観光産

業へと変革する必要があるとしている。

このような国の動きを加味し、本市においては、「下関市観光交流ビジョン２０

２２」を策定した平成２４年以降、さまざまな取り組みや事業を行い、目標達成に

向け、観光振興の飛躍を図ってきた。

「ビジョン２０２２」策定時と比べ、観光を取り巻く環境は大きく変化した。イ

ンターネットの普及による通信環境の変化、中国からの大型外国クルーズ客船の増

加、訪日外国人観光客の増加をはじめ、観光客の旅行形態やニーズも多様化してき

ている。このような社会情勢の変化に対応するため「インターネットや各種情報メ

ディアを活用したプロモーション」「外国人観光客・客船誘致の推進」「国内交通

事業者・観光関係者との連携」が必要になることから、これらを盛り込んで施策の

修正と追加を行い、今後事業を推進していく。

また、平成２８年度に実施した観光動態調査の結果を踏まえた、施策の修正と追

加も行う。
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５ 観光を取り巻く現状





「ビジョン２０２２」では、平成２８年の滞在消費額の目標値を日帰り観光客

５，０００円、市内宿泊観光客２０，０００円とした。観光動態調査の結果、滞在

消費額は日帰り観光客が４，０８６円、市内宿泊観光客が２１，２７４円となり、

日帰り観光客の滞在消費額が目標達成に至っていない。

市内宿泊観光客については、これまで行ってきた朝や夜の宿泊者向けの観光サー

ビスの実施が目標達成の一つの要因といえる。引き続き、歴史や景観、味覚を十分

に楽しんでいただける観光サービスの更なる拡大を図りたい。

今後、日帰り観光客の滞在消費額を増加させるためには、滞在時間の延長を図る

ことが重要である。そのためには、例えば女性に人気のある新たなスイーツを開発

するなど、新たな商品開発やサービス提供によって周遊性の向上を図る。また、消

費額の高い体験型イベントへの誘導や、有料施設の利用向上による滞在消費額の底

上げを図っていく。

観光動態調査によると本市旅行でのお土産物については、「ふく関連」や「海産

物」が多くを占めていた。引き続きこれらの商品の充実はもちろん、新たな本市

ならではのお土産物の開発について、商工会議所等と連携しながら取り組んで

いく。

第２章 基本戦略及び戦略遂行のための施策

施策３ 滞在消費額の拡大（修正）
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３，８２０円

５，０００円

４，０８６円

６，０００円

１８，７８８円

２０，０００円

２１，２７４円

２３，０００円

平成２３年値

平成２８年目標値

平成２８年値

平成３３年目標値

日帰り観光客 市内宿泊観光客

◆◇滞在消費額の目標値◆◇

「ビジョン２０２２」において定めた第３章『基本戦略及び戦略遂行のための施

策』を引き続き進める。また、目標達成のために８施策を修正、３施策を追加す

る。修正、追加をする施策項目については、以下のとおり。

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策３　Ｐ５６

１ 修正する施策



近年、観光旅行の形態は、決められたコースを回る団体旅行から、自分の目的に

合わせた個人旅行へシフトしており、観光情報の入手方法についても、これまでの

観光雑誌やチラシ、パンフレットから収集していたものが、自分の目的に必要な情

報をインターネットで収集するように変化している。また、旅行の予約方法もイン

ターネットを活用した方法に変化するなど、スタイルが大きく変わってきている。

本市では、市内各団体と連携し、常に新たな情報の収集に努め、観光ホームペー

ジで旬な情報を発信していくとともに、民間団体を代表する（一社）下関観光コン

ベンション協会等のホームページと連動することで効果的な情報発信を行う。さら

に、フェイスブックを利用したリアルタイムな情報の発信もあわせて行う。

観光パンフレットや観光マップについては、多種多様な世代や旅行形態に対応す

るため、女子旅、大人（シニア向け）旅や家族旅行等ターゲットを明確にした上で

必要な情報が確実に手に入る内容のものを発行してきた。しかしながら、近年ス

マートフォンやタブレット端末の普及、インターネットを活用したＳＮＳの利用者

増加に伴い、インスタグラム等の個人による情報発信が大きく広がるなど、現地で

の観光情報収集が進んでいることが考えられ、観光情報への誘導方法も工夫する必

要がある。

また、いわゆる「インスタ映え」するような商品や観光資源の発掘を行い、本市

に来ていただき、楽しんでいただき、ファンになっていただき、観光客からも情報

発信していだだけるようにつなげていき、観光振興の促進を図る。そのためにも、

市内観光施設における無料wi-fiの整備も引き続き行っていく。

ただし、ＳＮＳについては今後トレンドの変化も考えられ、これら情報発信等に

ついては柔軟に対応していく必要がある。

施策４ 観光プロモーションの強化、充実（修正）
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施策５ コンベンション（ＭＩＣＥ）誘致の強化、充実（修正）

宿泊客数並びに滞在消費額の増加を図るうえで、MICEの誘致は非常に有効な手段

であり、全国大会や中国地方大会などのブロック大会であれば、開催期間中、数日

にわたり宿泊を伴うこととなる。

また、一般の観光客のように、数ある候補地の中から目的地を選定し、そこを目

指して来るのではなく、本市が会議・大会等の開催地となることで、多くの参加者

が訪れ、飲食や宿泊、土産品も購入するため、経済効果の意味でも非常に効率的と

いえる。

さらには、MICE参加者の満足度を向上させることにより、リピーターとなる可能

性も含んでいる。

本市の宿泊施設は、MICEに適したビジネスホテルが多いものの、大規模な学会等

を引き受けるには施設やホテルの客室数の問題があった。しかしながら、平成27年

5月に開催した「第58回日本糖尿病学会年次学術集会」では、参加者12,000人規模

の大会を見事に成功させた。

この大会期間中の宿泊状況は、北九州市など近隣都市まで広がったが、市内に宿

泊しなかった参加者についても、市内での飲食、土産品の購入、移動のための交通

費等、開催に伴う経済効果は11億3,300万円と試算された。

今後、都市間競争がますます激化する中で、コンベンションシティとして確立し

ていくためには、受け入れのための具体的な施策の研究やニーズ調査を行い、本市

の景観や食といったオンリーワンの特色を全面に打ち出すだけでなく、これまで主

要ターゲットとしている500～1,800人規模の大会等の誘致に加え、1万人規模の大

会でも成功させた実績により、大規模な大会等もターゲットとして誘致を図ってか

なければならない。

なお、大規模大会を成功させた成果として、平成31年10月に「第52回日本薬剤師

会学術大会」（参加者約1万人）の開催が決定している。

また、近隣都市の開催状況も含めた情報収集や分析、さらには現在実施している

「MICE開催助成金交付制度」については、誘致するうえで大きなアドバンテージと

なることから、その拡充の必要性についても検討していく。

加えて、MICE参加者は興味・関心が一致するため、研修とつながる視察観光な

ど、目的に合わせた多様なメニューを造成、PRしていくことで、滞在消費額の増加

につなげていく。
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施策８ 市民ホスピタリティの向上（修正）

観光客にとって、その土地で出会った人の印象が旅の思い出に大きな影響を与え

ることから、本市を訪れたより多くの方に、「来てよかった」「また来たい」と

思っていただくためには、市民一人ひとりが『おもてなし』の心で、観光客を温か

く迎える気持ちを持つことが大切である。

そのためには、観光に携わる人間だけではなく、市民や観光関係団体、行政など

が一体となって、おもてなしの心を育み、広め、高めていくことが必要であること

から、引き続き市民参加型イベントへのボランティア募集を行う。

また、市民自らが「自分たちのまちのよさ」を知ることも必要であり、これから

の本市を担う若年層に対しても、本市のよさを改めて知っていただくよう、市が以

前より行っている「出前講座」への参加を呼びかけたり、市内大学入学時の観光パ

ンフレット配布などの取り組みを引き続き進めていく。

新たな取り組みとして、若年層から特産品や観光体験への興味など等身大の視点

を商品開発に生かし、ＳＮＳなどで発信するなど積極的に関わってもらうことで、

新たな視点や効果も期待ができる。さらに、地域の取り組みに参加し、地元の方々

とつながることで、より愛着が高まれば、本市を離れ他地域に移っても、本市の商

品を継続して購入したり、本市を訪れるなどにより顧客生涯価値が高まることも期

待できる。

市民全体が『おもてなし』の心に満ち溢れることで、本市の一層のイメージアッ

プとリピーターの確保につながることから、市民ホスピタリティの向上の一環とし

て、表彰制度や認定制度の導入を検討することも一考する価値がある。

また、外国クルーズ客船寄港時のサービス向上のため、通訳ガイドに市内の大学

に在学する留学生の協力も促していくことで、訪日外国人観光客に対するホスピタ

リティの向上にも努める。
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宿泊者数１００万人の実現に向けて、歴史・文化遺産等をいかした体験による観

光客の誘致や本市にある海響館と、北九州市・美祢市・宇部市などと連携した産業

観光を含めた修学旅行の誘致、平成３２年の東京オリンピック・パラリンピックを

間近に控え、訪日外国人の増加が見込まれる中で受入態勢の整備を図るなど、旅

館・ホテル等とも連携を深めながら本市の観光コンテンツをいかし、一年を通じた

オンシーズンによる魅力ある観光地づくりに取り組んでいく。

◆ 本市が宿泊客数１００万人のハードルを突破するための考察 ◆

■ 平成２８年の市内宿泊施設の客室稼働率

・タイプ別稼働率 ①ビジネスホテル 64.96％

②ビジネス以外 34.34％

※ ビジネスホテルの稼働率は、県平均（66.3％）をやや下回っている

● 平成２８年の宿泊客数

① 685,470室（年間客室総数 ） × 64.96％（稼働率）

× 1.33人（１室あたりの平均定員数） ≒ 592,160人

② 182,500室（年間客室総数 ） × 34.34％（稼働率）

× 3.94人（１室あたりの平均定員数） ≒ 246,892人

合計 839,052人

平成２８年の数値をもとに、目標１００万人を達成するためには…

・現状の客室数で目標１００万人を達成するためには

客室稼働率の１０％アップが必要

・現状の客室稼働率で目標１００万人を達成するためには

⇒ 大型ホテル（シティ・リゾート）の誘致により達成可能

ビジネスホテルタイプであれば、５１１室の増加が必要

施策９ 宿泊客の受入整備（修正）
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※ 年間定員総数：913,960人

※ 年間定員総数：719,780人



★ 目標を達成するためには、稼働率の底上げ【10％アップ】が必要

① 685,470室（年間客室総数） × 74.96％（稼働率）

× 1.33人（１室あたりの平均定員数） ≒ 683,391人

② 182,500室 （年間客室総数） × 44.34％（稼働率）

× 3.94人（１室あたりの平均定員数） ≒ 318,826人

合計 1,002,217人

若しくは客室数の増加（① ５１１室 ※１）が必要

① 871,686室 ※２（年間客室総数） × 64.96％（稼働率）

× 1.33人 ≒ 753,108人※３

② 182,500室 （年間客室総数） × 34.34％（稼働率）

× 3.94人 ≒ 246,892人

合計 1,000,000人

※１ 186,216室（871,686室 － 685,470室）÷ 365日 ≒ 511室

※２ 宿泊者数より逆算し算出

※３ タイプ別の宿泊者は、②のみ平成２８年と同数と仮定

① 1,000,000人 － 246,892人 ＝ 753,108人

注：「ビジョン２０２２」では、同考察において「定員稼働率」を指標として使用

していたが、観光庁が行っている宿泊旅行統計調査を始めとする各種統計等では、

多くが「客室稼働率」を指標としていることから、本附則では上記のとおり「客室

稼働率」を使用することとした。
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宿泊定員 定員稼働率 客室数

平成２２年 5,330人 35.3％ ―

平成２８年 4,476人 51.36％ 2,378室

○ 参 考



施策10 外国人観光客の誘致強化（修正）

近年訪日外国人旅行者は大幅に増加をしており、２０１７年の日本全体の訪日外

国人旅行者数は、クルーズ船寄港数の増加や航空路線の拡充、ビザ緩和、消費税免

税制度の拡充等により、対前年比１９．３％増の２，８６９万１千人（年間推計

値）で過去最多となった。中でも、中国は前年比１５．４％増の７３５万６千人と

全市場で初の７００万人に達した他、韓国が初めて７００万人を、台湾から４５０

万人を迎え、香港を加えたアジア４市場で２,１００万人を超えている状況であ

る。国では、２０２０年の東京オリンピック開催年に、訪日外国人旅行者４，００

０万人、外国人旅行消費額８兆円を目標として掲げ、達成のために未だ訪日観光が

伸びていない欧米及び豪州からの訪日観光客誘致に取り組んでいる。

本市については、平成２８年（２０１６年）の関釜フェリーを含めた下関港の外

国人入国者数は、７万７千５９３人（入国管理局発表）となっている。空路につい

ては、平成２８年度（２０１６年度）に引き続き、平成２９年度（２０１７年度）

も１０月から３月にかけて山口宇部空港・韓国ソウル（仁川）間の国際定期便が就

航しており、北九州空港と韓国ソウル（仁川）、釜山、中国・大連を結ぶ国際定期

便も運航している。また、平成３０年（２０１８年）１０月からは、北九州・台北

便も毎日１往復就航する予定である。外国クルーズ客船については、２０１７年に

５３隻寄港し、１０万５千人を超える乗客が上陸した。
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訪日外国人旅行者数の推移
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出典：日本政府観光局（JNTO)

31

下関市観光交流ビジョン２０２２

第３章　施策１０　Ｐ６１



本市の外国人宿泊者数は平成２７年の１万３千５７１人に対し、昨年の平成２８

年は１万９千２４０人で４１．８％増加しており、国別では韓国・中国・台湾・香

港と続き東アジアからの観光客が中心となっている。

今後も引き続き増加する訪日外国人観光客の誘致強化のため、国の施策と連動し

て以下の施策を行う。

（１）インバウンド情報発信

訪日外国人観光客を誘致するため、訪日外国人観光客の多くが利用するイン

ターネットやＳＮＳを活用し、国や旅行スタイルに応じたニーズや行動特性に

対応する多面的なプロモーション戦略を展開し、本市の情報発信を行うととも

に、本市の魅力を積極的に発信する施策を展開していく。また、訪日外国人観

光客のためのwi-fi整備も進めていく。

（２）受入れ環境の整備及び人材育成

市民及び観光関連事業者との一体となった取り組みが、インバウンド誘致成

功のカギとなることから、下関らしいおもてなしや円滑なコミュニケーション

が行われるよう、下関港国際ターミナル内の観光案内については、留学生や留

学経験者を積極的に活用するとともに、観光案内等の対応可能なボランティア

通訳や留学生の登録制度を整備する。

また、外国語パンフレットや表示等の多言語対応を充実させるとともに、翻

訳アプリの活用や、中国語・韓国語・英語など必要な言語で指差し会話付き

サービス業従事者用会話集を作成し、円滑なコミュニケーションを促進する。

今後の事業としては、各種商業施設や飲食店と連携し、対応力のある人材を

育成するためのおもてなし研修会を実施し、受入れ環境の整備に努める。

（３）広域での取り組み

訪日外国人観光客は滞在日数も長く、広い範囲を周遊することから、行政単

位を超え、地域の魅力ある観光資源を広域的に発信していくことが重要となっ

てくる。

具体的には、広域的観光関連団体となる、山口県国際観光推進協議会、中国

地域観光推進協議会並びに周辺自治体と連携し、旅行会社やブロガーの招聘事

業、旅行雑誌への情報掲載、観光ＴＶの誘致、海外での誘致を行う。

また、関門地区に訪日外国人観光客を誘致するため、関門連携の一環として

ビッグデータ等を活用し、訪日外国人観光客の移動経路や嗜好などを把握する

ことにより、戦略的に訪日外国人観光客の誘致施策を行う。
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（４）ＦＩＴ※1への対応強化

ＦＩＴは自由に観光地を散策することから、レンタカーやレンタサイクルに

関する情報やマップの多言語化を行い、ホームページ等で発信するとともに、

各種周遊チケットの開発や周知を継続して行う。

また、ＦＩＴが求めていることとして、日本の「文化」「食」「景観」「体

験」が挙げられる。日本の様々な都市の中から本市を選んでもらうためには、

本市独自の「食」や「自然」をより魅力的なものになるようブラッシュアップ

していく必要がある。具体的には、角島の絶景をいかしたグランピング※2の

推進や、急速にＦＩＴ化が進む外国人観光客の嗜好にあった自然景観を満喫で

きる多様な体験型オプショナルツアーの造成を進めていく。

※1 ＦＩＴ … パッケージツアーに対して、個人や少人数で、コースや日程・宿泊施設などを

自由に決めて行う旅行。

※2 グランピング … 「グラマラス」と「キャンピング」を掛け合わせた造語で、ホテル並みの

設備やサービスを利用しながら、自然の中で快適に過ごすキャンプのこと。

（５）訪日外国人観光客誘致の取り組み強化

本市を訪れる訪日外国人観光客は、アクセスや地理的特性等から韓国・中

国・台湾・香港の東アジア地域が上位を占めており、インバウンドにおける重

点市場と位置づけて引き続き誘致活動を行いセールスに努める。

また、欧米豪の訪日外国人観光客は「日本の歴史・伝統文化体験」や「自

然・景勝地観光」を好むことから、本市にあるこれらのコンテンツを積極的に

発信し、新たに欧米豪の観光客誘致に取り組んでいく。

本市は「せとうち・海の道」周遊ルートの広域観光拠点地区にも指定され、

今後は中四国７県で組織された「せとうち観光推進機構」と連携し、甲冑・官

女の着付け体験・ホタル舟・河豚食体験等の体験型観光を提案するとともに、

長期滞在の傾向がある欧米豪の訪日外国人観光客に対して、本市にあるゲスト

ハウスやユースホステルの魅力を広く発信し、古民家を活用した民泊について

も推進していく。

（６）訪日外国人観光客の消費拡大のための施策

訪日外国人観光客は滞在日数が比較的長く、買い物、宿泊、飲食などにか

ける消費額が多い。これらを本市において消費させるためには、訪日外国人

観光客の多くが利用するクレジットカードやスマートフォンによる決済の

導入が必要であることから、民間団体と協力し、このような支払い方法を推

進するとともに、消費税免税店の登録等、官民一体となって消費拡大を展開

していく。



北九州市との広域連携については、平成２９年４月に共同で申請した「関門“ノ

スタルジック”海峡～時の停車場、近代化の記憶～」が日本遺産に認定されたこと

から、両市産官学民連携のもと、構成文化財等の積極的活用を図り、国内外への情

報発信を進めることにより、関門海峡の認知度向上とインバウンドを含めた交流人

口の拡大を推進する。

また、地方創生推進交付金を活用して行っている北九州市とのフィルム・コミッ

ション事業では、関門地域をロケ地とする国内外の映画・テレビドラマを誘致し、

関門地域のイメージアップを図るとともに、ロケツーリズム等によるインバウンド

促進を進めていく。

平成２９年に運行が始まったＪＲ西日本が運行する新山陰観光列車「〇〇のはな

し」では、沿線の長門市や萩市と連携して列車内や停車駅において、特産品のＰＲ

やおもてなし等を実施し、全国に向けて魅力を発信していく。

同沿線には「角島」や「元乃隅稲成神社」等写真うつりが良い絶景地があること

から、長門市と認知度向上に向けた魅力発信を展開していく。

さらには、平成３０年に明治維新１５０年を迎えることから「維新」にゆかりの

ある都市間での連携や、平成２９年に「朝鮮通信使」に関する記録が国連教育科学

文化機関（ユネスコ）の「世界の記憶」に登録されたことから、朝鮮通信使にゆか

りのある国内各地をはじめ、韓国とも国を超えた連携を進めていく。

山口県では、「サイクル県やまぐちプロジェクト」としてサイクルスポーツ振興

に取り組んでいることから、自転車を利用した観光振興とあわせて、自動車やレン

タカーを活用した近隣都市との周遊促進事業も検討していく。

今後も共通の観光コンテンツを有するエリアと連携を深め、本市の個性もいかし

ながら観光地づくりを進め、新たな魅力創出や滞在時間の延長、回遊性の向上によ

る観光客の増を目指していく。

施策11 広域連携の推進（修正）
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大型クルーズ客船の寄港地における経済効果は、国土交通省の試算で１人当たり

３～４万円とされており、大きな経済効果が期待される。しかしながら、クルーズ

客船のツアーは滞在時間が比較的短く、時間内に消費活動を行ってもらうためには

円滑に市内を移動できることが重要である。寄港時は多数のバスが移動するため、

駐車場の確保及び円滑な運行ができるよう、ランドオペレーター※にも働きかけ、

受入れスタイルを確立していく。加えて、市内商業施設や関係事業者等と協力し、

消費喚起を促すために、免税店の拡大やキャッシュレス対応を強化していく。その

他、受入れに際してトイレの使用やゴミ捨ての問題等が見受けられるため、外国語

の注意書きを配布するなどを対応しながら、日本の生活習慣の理解度の向上に努め

る。観光案内やおもてなしに協力してもらう語学ボランティアの育成及び活用も充

実させる必要がある。

また、ラグジュアリーなクルーズ客船の誘致については、体験型観光や絶景ツ

アーをはじめ多様な観光コンテンツを旅行会社等に提案し、本市への寄港を推進す

る。

※ランドオペレーター … 旅行業者から委託され、旅行者が利用する宿泊施設や交通手段など

の手配を代行する業者

中国をはじめとする東アジアのクルーズマーケットは拡大しており、船舶の大型

化も進んでいる。本市においても外国クルーズ客船受け入れのための港湾施設の整

備を行っており、平成３０年４月以降は最大２２万総トン級クルーズ客船が寄港可

能となる。

施策12 客船誘致の推進（修正）
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施策16 都市農漁村交流（グリーン・ブルーツーリズム）（追加）

「ビジョン２０２２」においては、グリーン・ブルーツーリズムへの取り組みに

対し、日帰り型ツーリズムを中心とした取り組みを推進するとしているが、近年、

訪日外国人観光客が増加を続ける中、宿泊を伴う滞在型の観光商品がもとめられて

いるところである。

加えて、外国人観光客の増加に伴い、リピーターの増加が予測されることから、

従前のゴールデンルート以外の多種多様なツアーの醸成が必要となっている。

現在、本市で行っている「果物狩り」や「そば打ち」、「つりの体験」等は、都

市農漁村交流（グリーン・ブルーツーリズム）の体験型観光を推進する上で、欠か

せないアイテムとなってきており、今後も地域資源をいかした、例えば民間企業が

行っているふぐの調理体験など、下関ならでは、下関でないと取り組めないような

体験型観光のメニュー等の充実を図ることが必要である。

また、事業を推進する上で、受入側の体制の構築についても重要であることか

ら、農漁村地域での受入体制の整備や人材育成の支援を行い、日帰り型ツーリズム

や既存の宿泊施設等と連携した宿泊型ツーリズムの都市農漁村交流を目指した体制

の構築を図っていくことも課題となっている。

訪日外国人観光客を中心に、日本の文化を学ぶ体験型プログラムや、レジャー性

の高いアクティビティの関心が高いことから、観光ビジネスとしての「農泊」の可

能性も視野に、本市の自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在を含めた観光商品

等、都市農漁村交流（グリーン・ブルーツーリズム）を推進するため、幅広くホー

ムページやＳＮＳ等を活用して、情報発信の強化等の取り組みを展開する。
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これまでもＪＲ西日本では本市の観光素材を組み込んだ、「関門ふくフク三昧」

をはじめとする様々な旅行商品を造成し、広報媒体を中心としたプロモーションを

展開することで、積極的に本市への送客を行っている。

また、平成２９年９月から１２月までの間、全国のＪＲグループ６社と連携した

大型観光キャンペーン「幕末維新やまぐちデスティネーションキャンペーン」が山

口県において実施された。

平成２９年６月からはＪＲ西日本が新たに投入した豪華寝台列車「TWILIGHT

EXPRESS 瑞風」の運行が開始され、大阪、京都と並び下関が発着の拠点となってい

る。

さらに、平成２８年１月に約１０年間運行した山陰観光列車「みすゞ潮彩」が

フィナーレを迎え、下関、長門、萩を結ぶ新山陰観光列車「○○のはなし」が平成

２９年８月から運行を開始するなど、本市の観光振興にとっては追い風となっている。

こうした動きは、本市のブランド価値・知名度の向上が図れるとともに、全国に

売り込む絶好のチャンスであることから、ＪＲ西日本はもちろんＪＲグループと更

なる連携を強化し、積極的なプロモーション活動を行う。

また、ＪＲが訪日外国人観光客向けに発売しているジャパンレールパスは、訪日

外国人観光客が下関に立ち寄る強力なアイテムとなることから、あわせてＰＲを行

い、一人でも多くの方に本市へ来ていただくよう観光客の増加につなげていく。

今後は鉄道ファンも含めた観光客誘致のための施策も推進していく。

施策17 ＪＲ西日本との連携強化（追加）
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施策18 観光地としての稼ぐ力の推進（追加）

国においては、観光による地方創生に向け、地域の「稼ぐ力」を高めるととも

に、「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵取り役として、「日本版ＤＭ

Ｏ※」の形成・確立の必要性を提唱している。

これまでの観光を取り巻く課題として、関係者の巻き込みが不十分、データの収

集・分析が不十分、民間的手法の導入が不十分といわれてきた。

本市では、平成１２年に「しものせき観光キャンペーン実行委員会」を設立し、

官民一体となり観光客への様々なおもてなし事業を展開してきたが、今後、持続的

な観光地として「稼ぐ力」により自立していくためには、客観的なデータの収集・

分析に基づいた戦略が必要不可欠である。

今後、「ビジョン２０２２」に掲げる目標達成のためには、観光地経営の観点か

らの施策展開も必要であることから、地域型、地域連携型など国内の先行成功事例

を参考に進めていく。

※ＤＭＯ … Destination Management Organizationの略で、観光のマーケティングや商品開発

など一体的に進める組織
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第３章 今後の推進体制

「ビジョン２０２２」を着実に推進するためには、市民・民間（観光関係団体

等）及び行政が共同して取り組む必要があることから、それぞれが担う自らの役割

を明確にし、各事業を展開する必要がある。推進体制は、次のとおり。

（１） 市民の役割

観光客に対し地域ならではの魅力を発信するため、市民が自ら観光に対する意識

を深めることが求められる。また、観光客にリピーターになっていただけるよう、

おもてなしの心で観光客を迎えることや、市民が観光客誘客のためのイベントへの

企画や運営などに取り組むなど、魅力ある街づくりの推進が求められる。

（２） 民間（観光関係団体等）の役割

観光関係団体や観光施設、宿泊施設をはじめ、飲食店や旅行会社など観光に関わ

る事業者は、観光振興の担い手として重要な役割を担っている。観光客の多様な

ニーズに対応するため、各種サービスの向上や新たな魅力づくりとその発信、従業

員等の資質向上などが求められる。

（３） 行政の役割

市は、地域の観光資源や情報収集に努め、県や各市町などと連携、（一社）下関

観光コンベンション協会をはじめとした民間事業者や市民との協働を図りながら、

「ビジョン２０２２」の目標達成に向けて事業を展開していく。
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おわりに

本附則では、平成２４年１２月に策定した「下関市観光交流ビ

ジョン２０２２」の中間検証を実施し、実情に応じた今後５年間

の基本的方向を定めるとともに、行うべき施策の修正と追加を行

いました。

２０２２年（平成３４年）の観光客数１，０００万人、宿泊客

数１００万人の目標を達成するためには、 「下関市観光交流ビ

ジョン２０２２」で掲げた１５の施策はもちろん、追加した３つ

の施策の着実な遂行が必要です。

しかしながら、近年、インターネットやSNS等、情報発信ツー

ルの発展により、観光を取り巻く環境は変化を続けており、常に

戦略の見直しや追加が求められます。

このようなことから、この度、策定した「下関市観光交流ビ

ジョン２０２２(附則)」も、ビジョンの目標年である２０２２年

まで固定されるものでなく、これからも観光客や観光関係者、市

民の皆様からのご意見にも幅広く耳を傾け、目まぐるしく変化す

る時代のニーズに柔軟に対応しながら、引き続き「観光交流都市

下関市」構築に向けたたゆまぬ努力を継続してまいります。
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